
婦
人
相
談
所

○
売
春
防
止
法
に
基
づ
き
都
道
府
県
に
設
置
さ
れ
、
ま
た
、
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止
及
び
被
害
者
の
保
護
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
業
務
も

行
う
（
全
国
４
９
か
所
：
平
成
２
６
年
４
月
１
日
現
在
）

○
一
時
保
護
機
能
を
持
ち
、
要
保
護
女
子
、
Ｄ
Ｖ
被
害
者
、
人
身
取
引
被
害
者
の
相
談
・
支
援
、
一
時
保
護
委
託
を
行
う

○
一
時
保
護
に
係
る
人
件
費
や
入
所
者
の
生
活
費
に
つ
い
て
、
婦
人
保
護
事
業
費
負
担
金
に
て
対
応

（
国

1/
2 
都
道
府
県

1/
2
国
庫
予
算
額
（
案
）
約
９
億
円
）

○
婦
人
相
談
所
活
動
費
、
外
国
人
婦
女
子
緊
急
一
時
保
護
経
費
等
の
一
部
に
つ
い
て
、
婦
人
相
談
所
運
営
費
負
担
金
に
て
対
応

（
国

1/
2 
都
道
府
県

1/
2
国
庫
予
算
額
（
案
）
約
２
千
万
円
）

婦
人
相
談
員

○
売
春
防
止
法
に
基
づ
く
非
常
勤
職
員
と
し
て
、
都
道
府
県
・
市
が
委
嘱
し
、
ま
た
、
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止
及
び
被
害
者
の
保
護
に
関
す
る

法
律
に
基
づ
く
業
務
を
行
う
（
１
，
２
９
５
人
：
平
成
２
６
年
４
月
１
日
現
在
）

○
都
道
府
県
の
婦
人
相
談
所
、
市
の
福
祉
事
務
所
等
に
所
属
し
、
要
保
護
女
子
、
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
相
談
・
指
導
を
行
う

○
婦
人
相
談
員
活
動
強
化
対
策
費
＜
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
＞

（
国

1/
2
都
道
府
県
・
市

1/
2：
国
庫
予
算
額
（
案
）
約
４
７
億
円
の
内
数
）

○
婦
人
相
談
員
の
業
務
を
明
確
に
し
、
相
談
・
支
援
の
標
準
化
を
図
る
た
め
、
本
年
度
（

26
年
度
）
中
に
「
婦
人
相
談
員
相
談
・
支
援

指
針
」
を
各
自
治
体
に
発
出
予
定
。

○
婦
人
相
談
員
等
の
資
質
の
向
上
を
目
的
と
し
た
「
平
成
２
７
年
度
全
国
婦
人
相
談
員
・
心
理
判
定
員
研
究
協
議
会
」
は
、
平
成
２
７
年

１
０
月
２
９
日
（
木
）
～
３
０
日
（
金
）
に
、
島
根
県
に
お
い
て
開
催
予
定
。

婦
人
保
護
施
設

○
売
春
防
止
法
に
基
づ
き
都
道
府
県
や
社
会
福
祉
法
人
が
設
置
し
、
ま
た
、
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止
及
び
被
害
者
の
保
護
に
関
す
る
法
律
に

基
づ
く
保
護
も
行
う
（
全
国
３
９
都
道
府
県
に
４
８
か
所
：
平
成
２
６
年
４
月
１
日
現
在
）

○
要
保
護
女
子
、
Ｄ
Ｖ
被
害
者
、
人
身
取
引
被
害
者
の
保
護
、
自
立
の
た
め
の
支
援
を
行
う

○
施
設
職
員
の
人
件
費
、
入
所
者
の
生
活
費
に
つ
い
て
、
婦
人
保
護
事
業
費
補
助
金
に
て
対
応

（
国

1/
2
都
道
府
県

1/
2
国
庫
予
算
額
（
案
）
約
１
２
億
円
）

○
婦
人
保
護
長
期
入
所
施
設
「
か
に
た
婦
人
の
村
」
（
平
成

24
年
度
よ
り
新
規
入
所
を
再
開
）

全
国
で
唯
一
の
長
期
入
所
型
の
婦
人
保
護
施
設
で
あ
り
、
知
的
障
害
や
精
神
障
害
の
あ
る
要
保
護
女
子
を
受
け
入
れ
て
い
る
。

（
27
年
度
予
算
案
）

婦
人
保
護
事
業
の
概
要
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自
立
（
民
間
住
宅
等
）

D
V
被
害
等

女
性
（
※
）

Ｄ
Ｖ
被
害
者
等
自
立
生
活
援
助
モ
デ
ル
事
業
（
概
要
）

都
道
府
県

・
各
市

Ｄ
Ｖ
被
害
者
等
自
立
生
活
援
助
モ
デ
ル
事
業

＜
国
費
：
１
／
２
、
都
道
府
県
又
は
各
市
：
１
／
２
＞

退
所

２
７
年
度
予
算
（
案
）
児
童
虐
待
・
D
V
対
策
等
総
合
支
援
事
業

４
７
．
３
億
円
の
内
数

こ
の
機
能
を
確
立
す
る
た
め
、
都
道
府
県
・
各
市
に
お
い
て
、

本
モ
デ
ル
事
業
（
新
規
要
求
）
を
試
行
・
検
証
す
る
。

Ｄ
Ｖ
シ
ェ
ル
タ
ー
入
所
中
の
自
立
支
援
：

生
活
相
談
、
行
政
機
関
・
裁
判
所
等
へ
の
同
行
支
援
、

就
職
支
援
等

Ｄ
Ｖ
シ
ェ
ル
タ
ー
（
N

P
O
法
人
等
）

Ｄ
Ｖ
シ
ェ
ル
タ
ー
退
所
後
の
定
着
支
援
：

電
話
相
談
、
家
庭
訪
問
、
職
場
訪
問
等

相
談

②
定
着
支
援

①
自
立
支
援

婦
人
相
談
所

一
時
保
護

一
時
保
護
解
除

婦
人
相
談
所
の
一
時
保
護
（
一
時
保
護

委
託
含
む
）
が
解
除
さ
れ
、
婦
人
保
護
施

設
の
入
所
ま
で
は
至
ら
な
い
、
日
常
生

活
上
の
基
本
的
な
生
活
習
慣
が
身
に
付

い
て
は
い
る
が
、
随
時
相
談
や
行
政
機

関
へ
の
同
行
支
援
等
が
必
要
な

D
V
被

害
等
女
性

斡
旋
・
照
会

※
D

V
被
害
等
女
性
：
D

V
被
害
の
他
、
ス
ト
ー
カ
ー
被
害
、
性
犯
罪
・
性
暴
力
等
の
被
害
女
性
を
対
象
と
す
る
。
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婦
人
相
談
所
の
設
置
権
限
等
の
移
譲
に
つ
い
て
（
施
行
日
：
平
成
２
７
年
４
月
１
日
）

都
道
府
県

婦
人
相
談
所

① 設 置

○
「
婦
人
相
談
所
」
は
売
春
防
止
法
に
よ
り
設
置
さ
れ
、
ま
た
、
「
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止
及
び
被
害
者
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
き
、

DV
被

害
者
及
び
要
保
護
女
子
に
対
す
る
支
援
等
を
行
っ
て
い
る
。

○
婦
人
相
談
所
は
、
都
道
府
県
が
設
置
す
る
こ
と
と
さ
れ
、
指
定
都
市
に
お
い
て
も
任
意
で
設
置
で
き
る
こ
と
と
す
る
も
の
。

ま
た
、
指
定
都
市
が
婦
人
相
談
所
を
設
置
す
る
場
合
に
は
、
婦
人
相
談
員
の
委
嘱
も
併
せ
て
行
う
こ
と
と
す
る
も
の
。

婦
人
相
談
員

② 委 嘱

都
道
府
県

婦
人
相
談
所

① 設 置

② 委 嘱

指
定
都
市

① 設 置

（ 任 意 ）

② 委 嘱

（ 婦 人 相 談 所

を 設 置 す る 場

合 は 必 置 ）

婦
人
相
談
所

委
譲
前

※
市
は
任
意
で
、
婦
人
相
談
員
を
配
置
で
き
る
。

都
道
府
県

委
譲
前

委
譲
後

婦
人
相
談
員

婦
人
相

談
員

「
地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
」
（
第
４
次
一
括
法
）
＜
平
成
２
６
年
法
律
第
５
１
号
＞
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人身取引を巡る情勢

① 人身取引の実態把握の徹底

人身取引対策行動計画２０１４の構成

○ 入国管理・在留管理の徹底を通じた人身取引の防止

○ 労働搾取を目的とした人身取引の防止

・ 外国人技能実習制度の抜本的見直しによる制度の適正化
・ 外国人技能実習生に対する法的保護等の周知徹底
・ 労働基準関係法令の厳正な執行

○ 我が国の人身取引対策への取組状況に対する国際社会の関心

○ 外国人材の活用、外国人の往来の増加、女性の活躍促進等を進める中、「世界
一安全な国、日本」創造に向けた人身取引対策強化の重要性

○ 人身取引対策関連法令執行タスクフォー
スによる関係行政機関の連携強化

○ 人身取引取締りマニュアルの活用による
取締りの徹底

○ 国境を越えた犯罪の取締り

○ 保護機能の強化
・ 男性も含む人身取引被害者に対する一時
保護機能の提供
・ 外国人技能実習生の保護強化

○ 被害者への支援
・ 捜査過程における被害者への情報提供
・ 被害者に対する法的援助の実施とその周知
・ 外国人被害者の自主的帰国支援

③ 人身取引被害者の認知の推進

④ 人身取引の撲滅 ⑤ 人身取引被害者の保護・支援

② 人身取引の防止

人身取引対策行動計画２０１４（概要）

○ 各種窓口の連携による適切な対応

○ 潜在的被害者に対する被害申告先、被害者保護施策の周知

○ 外国語による窓口対応の強化

○ 在外公館等による潜在的人身取引被害者に対する注意喚起

○ 人身取引議定書の締結

○ 国民等の理解と協力の確保

○ 閣僚級会議の設置

○ 人身取引に関する年次報告の作成

⑥ 人身取引対策推進のための基盤整備

注：下線部は新規に講ずる施策（現行計画にも盛り込まれているが、内容の見直しを行ったものを含む。）
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消
費
税
率
引
上
げ
の
影
響
等
を
踏
ま
え
、
子
育
て
世
帯
に
対
し
て
、
臨
時
特
例
的
な
給
付
措
置
を
行
う
も
の
。

市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
）

（
２
）
実
施
主
体

基
準
日
に
お
け
る
平
成
２
７
年
６
月
分
の
児
童
手
当
（
特
例
給
付
を
除
く
）
の
受
給
者
及
び
要
件
を
満
た
す
者
。

（
３
）
支
給
対
象
者

支
給
対
象
者
の
平
成
2
７
年
６
月
分
の
児
童
手
当
（
特
例
給
付
を
除
く
）
の
対
象
と
な
る
児
童
。

※
基
準
日
よ
り
後
に
生
ま
れ
た
児
童
や
基
準
日
以
後
に
死
亡
し
た
児
童
は
対
象
外
。

（
４
）
対
象
児
童

平
成
2
７
年
５
月
３
１
日

（
５
）
基
準
日

対
象
児
童
一
人
に
つ
き
３
，
０
０
０
円

（
支
給
対
象
児
童
数

１
，
６
3
0
万
人
）

（
６
）
給
付
額

全
額
国
庫
負
担
（
1
0
／
1
0
）

※
実
施
に
か
か
る
事
務
費
に
つ
い
て
も
、
全
額
国
庫
負
担

（
７
）
費
用

子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金

（
１
）
名
称

子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
に
つ
い
て
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子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
（
予
算
措
置
等
）

○
子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
は
、
平
成
２
７
年
度
予
算
案
に

５
８
７
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。

（
内
訳
）

・
給
付
費

４
８
９
億
円

・
事
務
費

９
８
億
円
（
う
ち
、
地
方
公
共
団
体
分

９
０
億
円
）

経
費

○
支
給
時
期
に
つ
い
て
は
、
各
自
治
体
に
お
い
て
、
平
成
２
７
年
1
0
月
以
降
に
支
給
す
る
。

（
注
）
平
成
2
7
年
6
月
の
児
童
手
当
の
現
況
届
の
手
続
き
と
同
時
に
手
続
き
を
実
施
。

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
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給
付
金
の
支
給
手
続
と
公
務
員
分
の
児
童
手
当
を
支
給
す
る
所
属
庁
に
お
け
る
事
務

○
公
務
員
を
含
む
支
給
対
象
者
は
、
原
則
と
し
て
、
基
準
日
（
平
成
2
７
年
５
月
３
１
日
）
時
点
の
住

所
地
の
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
）
に
対
し
て
、
支
給
の
申
請
を
行
う
。

○
申
請
を
受
け
付
け
た
市
町
村
は
、
児
童
手
当
の
受
給
状
況
等
に
つ
い
て
審
査
の
上
、
地
域
住
民
（
公

務
員
を
含
む
。
）
に
一
元
的
に
支
給
を
行
う
。

支
給
手
続

○
市
町
村
に
お
け
る
円
滑
な
事
務
実
施
の
た
め
、
公
務
員
分
の
児
童
手
当
を
支
給
す
る
所
属
庁
に
お
か

れ
て
は
、
以
下
の
対
応
を
お
願
い
し
た
い
。

・
支
給
対
象
者
を
容
易
に
判
断
で
き
る
よ
う
、
平
成
2
７
年
６
月
分
の
児
童
手
当
（
特
例
給
付
を
除

く
。
）
受
給
者
で
あ
る
旨
を
所
属
庁
で
証
明
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

・
公
務
員
へ
の
申
請
勧
奨
は
、
一
義
的
に
所
属
庁
に
お
い
て
実
施
し
、
申
請
漏
れ
が
生
じ
な
い
よ
う

徹
底
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

所
属
庁
で
実
施
し
て
い
た
だ
き
た
い
事
務

・
各
市
町
村
は
、
公
務
員
の
児
童
手
当
の
受
給
状
況
を
把
握
し
て
い
な
い
。

・
各
市
町
村
で
は
、
公
務
員
に
申
請
勧
奨
す
る
手
段
が
な
い
。
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事 務 連 絡 

 平成２７年１月１５日 

 

     都道府県 

各  指定都市    子育て世帯臨時特例給付金担当課（室） 御中 

   中 核 市 

 

厚 生 労 働 省 雇 用 均 等 ・ 児 童 家 庭 局 総 務 課 

子育て世帯に対する臨時特例給付措置支給業務室 

 

 

子育て世帯臨時特例給付金に係る予算等について 

 

 

 昨日、「平成２７年度一般会計予算案等について」が閣議決定されました。 

 平成２７年度における子育て世帯臨時特例給付金（以下「平成 27 年度事業」という。）

の支給に要する経費につきましては、この予算案に計上されましたので、その内容等を

次のとおり連絡いたします。 

 つきましては、各地方公共団体における予算手続き及び支給事務準備の参考としてい

ただきますよう、よろしくお願いいたします。 

 都道府県におかれましては、本事務連絡の趣旨について、管内の市町村（特別区を含

み、指定都市及び中核市を除く。以下同じ。）に対して御連絡いただくようお願いいた

します。 

 

１．国の予算案 

 ・「平成２７年度予算案の概要」（厚生労働省ＰＲ版）：資料１ 

 

２．要求額 

（１）給付費 ４８９億円 

      ・一人につき３千円 × 1,630 万人分 ＝ ４８９億円（補助率 10/10） 

 

（２）事務費 ９８億円 

      ・うち、地方公共団体分 ＝ 約９０億円（補助率 10/10） 

 

（３）平成 27 年度事業の概要：資料２ 

      ※現時点で想定している内容であり、正式には追って支給要領等でお示しする。 
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３．給付費予算計上の考え方 

（１）支給対象児童数 1,630 万人については、直近の児童手当支給対象児童数（特例給

付を除く）を参考としている。 

 

（２）支給額については、消費税率引上げの影響等を踏まえ、特に配慮が必要と考えら

れる低所得の子育て世帯に対して手厚い措置を講ずる等の観点から、簡素な給付措

置（一人当たり６千円）の支給対象世帯を含め、対象児童一人当たり３，０００円

を支給することとしたものである。 

 

（３）留意事項 

  ○市町村においては、上記を参考に支給対象児童数を算出のうえ、予算手続きなど

を進めていただきたい。 

○給付費は国から各市町村への直接補助となるため、都道府県における予算措置は

不要である。 

 

４．事務費予算計上の考え方 

（１）平成 26 年度事業に係る事務費補助金の執行状況を踏まえ、都道府県及び市町村が

行う事務に必要な額を計上した。 

 

（２）予算に計上した対象経費は、平成 26 年度事業とほぼ同様である。 

  ○市町村分については、 

 ・審査事務等に要する人件費 

      ［申請の勧奨、支給対象者リスト作成、申請書審査、入力・集計 など］ 

 ・申請書等の発送費用 

      ［申請書送付料、支給決定通知送付料 など］ 

 ・システム改修費 

      ［既存システムの改修 など］ 

 ・電話照会対応に要する経費 

      ［電話応対要員の賃金又はコールセンター設置費用 など］ 

 ・口座振込手数料 

 ・広報経費 

      ［広報誌掲載費、チラシ等作成費 など］ 

  ・その他 

   ［支給事務に係る旅費、消耗品費、電話代、事務機器借料 など］ 

 などの経費を見込んだもの。 
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  ○都道府県分については、 

 ・市町村への伝達会議開催に要する経費 

 ・補助金執行事務に要する人件費 

  ・広報経費 

 などの経費を見込んだもの。 

 

（３）留意事項 

  ○ 都道府県及び市町村においては、平成 26 年度事業の実績を踏まえ、適切に事務

費所要額を算出のうえ、予算手続きなどを進めていただきたい。 

  ○ 平成 27 年度予算案においては、平成 26 年度事業の実績を踏まえ、次の点を反

映し事務費補助金を計上しているので、予算の効率的執行に努めていただきた

い。 

・臨時福祉給付金との併給調整を行わないことによる申請書審査時間の減（人件

費、委託費の減） 

・市町村システム経費の減（平成 26 年度事業で開発したシステムは改修して使用） 

 

５．概算払経費要求及び予算の繰越しについて 

（１）子育て世帯臨時特例給付金に係る予算については、給付費・事務費ともに、概算

交付が出来るよう、概算払対象経費として要求することとしている。 

 

（２）平成 27 年度事業については、平成 27 年度中に完了することを原則とし、予算を

平成 28 年度へ繰り越して実施することは想定していない。 

 

６．地方公共団体における予算計上について 

 子育て世帯臨時特例給付金については、基準日を平成２７年５月３１日とし、平成

２７年１０月から支給していただくことを想定しているので、効率的な実施方法等に

ついてご検討の上、それを踏まえ予算計上をお願いしたい。 

 

（担当者連絡先） 

 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課子育て世帯

に対する臨時特例給付措置支給業務室 

滝澤、堀江、小澤 

TEL：03-5253-1111（内線）7913、7914、7915 

  FAX：03-3595-2519 
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算
案
の
主
要
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策
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）

略

（
４
）
生
活
困
窮
者
等
に
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す
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支
援
の
強
化

（
子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
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付
金
）
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○
消
費
税
率
引
上
げ
の
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等
を
踏
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、
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に
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滑
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。
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６
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目
的

○
消
費
税
率
引
上
げ
の
影
響
等
を
踏
ま
え
、
子
育
て
世
帯
に
対
し
て
、
臨
時
特
例
的
な
給

付
措
置
を
行
う
こ
と
と
し
、
市
町
村
に
対
す
る
給
付
費
及
び
円
滑
な
支
給
に
必
要
な
事
務

費
の
補
助
等
を
行
う
。

内 容

支
給
対
象
者

○
平
成

27
年

6月
分
の
児
童
手
当
（
特
例
給
付
を
除
く
。
）
の
受
給
者
及
び
要
件
を
満
た

す
者

支
給
対
象
児
童

○
支
給
対
象
者
の
平
成

27
年

6月
分
の
児
童
手
当
（
特
例
給
付
を
除
く
。
）
の
対
象
と
な

る
児
童

○
支
給
対
象
児
童

1,
63

0万
人

実
施
主
体

市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
）

基
準

日
平
成

27
年

5月
31
日

支
給

額

支
給
対
象
児
童
一
人
に
つ
き
、

3,
00

0円
消
費
税
率
引
上
げ
の
影
響
等
を
踏
ま
え
、
特
に
配
慮
が
必
要
と
考
え
ら
れ
る
低
所
得
の
子
育
て
世
帯
に

対
し
て
手
厚
い
措
置
を
講
ず
る
等
の
観
点
か
ら
、
簡
素
な
給
付
措
置
（
一
人
当
た
り

6,
00

0円
）
の
支
給

対
象
世
帯
を
含
め
、
対
象
児
童
一
人
当
た
り

3,
00

0円
を
支
給
す
る
こ
と
と
し
た
も
の
。

費
用

事
業
の
実
施
に
要
す
る
経
費
（
事
業
費
・
事
務
費
）
を
国
が
補
助
（
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/1

0）

予
算
額
(案
)
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円
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事
業
費
：

48
9
億
円
、
事
務
費
：
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億
円
）
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成

27
年
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子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
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の
概
要
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）
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予
算
の
移
替
え

交
付
金
の
交
付

被
災
者
健
康
・
生
活
支
援
総
合
交
付
金

平
成
２
７
年
度
概
算
決
定
額
５
９
億
円

○
避
難
生
活
の
長
期
化
や
、
災
害
公
営
住
宅
等
へ
の
移
転
に

よ
る
被
災
者
の
分
散
化
な
ど
、
復
興
の
ス
テ
ー
ジ
に
対
応
し
、

被
災
者
支
援
施
策
の
強
化
を
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る
た
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復
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庁
で
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、
総

理
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、
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被
災
者
の
健
康
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生
活
支
援
に
関
す
る

総
合
施
策
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平
成
2
6
年
８
月
）
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被
災
者
に
対
す
る
健

康
・
生
活
支
援
に
関
す
る
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
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。

○
こ
う
し
た
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況
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下
、
各
被
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自
治
体
に
お
い
て
、
直
面

す
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ニ
ー
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に
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、
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果
的
な
被
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す
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付
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。
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付
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す
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コ
ミ
ュ
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テ
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支
援
や
、
被
災
し
た
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ど
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へ
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支

援
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い
て
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自
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体
に
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い
て
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、
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付
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れ
る
。

期
待
さ
れ
る
効
果

Ⅰ
．
被
災
者
の
見
守
り
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
支
援

①
地
域
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
活
動
を
活
用

し
た
被
災
者
生
活

支
援
事
業

生
活
支
援
相
談
員
の
配
置
や
、
地
域

コ
ミ
ュ
ニ
テ
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援
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被
災
し
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も
に
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す
る
支
援

①
被
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し
た
子
ど
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の
健
康
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生
活

対
策
等
総
合
支
援

事
業

子
ど
も
の
い
る
家
庭
等
へ
の
訪
問
に
よ

る
心
身
の
健
康
に
関
す
る
相
談
・
支
援
、

遊
具
の
設
置
や
子
ど
も
の
心
身
の
ケ
ア

な
ど
、
被
災
し
た
子
ど
も
へ
の
総
合
的

な
支
援
を
実
施
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福
島
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の
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供

た
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対
象
と
す
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交

流
活
動
支
援
事
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福
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県
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の
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に
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東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ
り
、
避
難
生
活
等
に
よ

り
日
常
生
活
に
お
け
る
制
限
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
福
島
県
内
に
在
住
す

る
子
供
た
ち
の
心
身
の
健
全
育
成
を
目
的
に
、
県
内
の
学
校
ま
た
は
社
会
教

育
団
体
等
が
実
施
す
る
自
然
体
験
活
動
（
キ
ャ
ン
プ
、
ハ
イ
キ
ン
グ
、
自
然

観
察
、
農
林
漁
業
体
験
等
）
や
県
外
の
子
供
た
ち
と
の
交
流
活
動
を
支
援
す

る
。

①
学
校
等
体
験
活
動
支
援
事
業

②
社
会
教
育
関
係
団
体
体
験
活
動
支
援
事
業

被
災
し
た
子
ど
も
や
子
ど
も
の
い
る
家
庭
等
に
対
す
る
心
身
の
健
康
や
生
活

等
に
対
す
る
総
合
的
な
支
援
を
行
う
。

①
子
ど
も
健
や
か
訪
問
事
業

②
仮
設
住
宅
に
住
む
子
ど
も
が
安
心
し
て
過
ご
す
こ
と
が
で
き
る
環
境
づ
く
り

事
業

③
遊
具
の
設
置
や
子
育
て
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

④
親
を
亡
く
し
た
子
ど
も
等
へ
の
相
談
・
援
助
事
業

⑤
児
童
福
祉
施
設
等
給
食
安
心
対
策
事
業

⑥
保
育
料
等
減
免
事
業

仮
設
住
宅
に
お
け
る
避
難
生
活
の
長
期
化
等
を
踏
ま
え
、
以
下
の
よ
う
な
被
災
者
に
対
す
る
日
常
生
活
支
援
を
総
合
的
に
実
施
。

①
生
活
支
援
相
談
員
の
配
置
等
を
通
じ
て
、
被
災
者
の
ニ
ー
ズ
把
握
、
見
守
り
、
日
常
生
活
上
の
相
談
支
援
を
行
う
ほ
か
、

住
民
相
互
の
交
流
機
会
を
提
供

②
自
治
会
活
動
な
ど
住
民
に
よ
る
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
の
活
性
化
を
支
援
（
効
果
的
ノ
ウ
ハ
ウ
の
提
供
、
活
動
の
立
ち

上
げ
支
援
、
活
動
費
の
助
成
等
し
、
こ
れ
ら
の
活
動
を
被
災
者
支
援
に
活
用

③
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
と
連
携
し
た
被
災
者
に
対
す
る
相
談
支
援
、
孤
立
防
止
の
た
め
の
見
守
り
等
の
日
常
生
活
支
援

④
被
災
者
の
日
常
生
活
支
援
を
行
う
社
会
福
祉
協
議
会
、
社
会
福
祉
法
人
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
自
治
会
な
ど
関
係
団
体
間
の
活
動
内

容
を
調
整
す
る
た
め
の
「
被
災
者
生
活
支
援
調
整
会
議
」
の
開
催

⑤
被
災
者
に
対
す
る
支
援
技
法
に
関
す
る
研
修
や
メ
ン
タ
ル
ケ
ア
等
被
災
者
支
援
に
従
事
す
る
者
の
活
動
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

被
災
者
健
康
・
生
活
支
援
総
合
交
付
金
の
事
業

Ⅰ
-
①
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
を
活
用
し
た
被
災
者
生
活
支
援
事
業

Ⅱ
-
①
被
災
し
た
子
ど
も
の
健
康
・
生
活
対
策
等
総
合
支
援
事
業

Ⅱ
-
②
福
島
県
の
子
供
た
ち
を
対
象
と
す
る
自
然
体
験
・
交
流

活
動
支
援
事
業
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制
度
の
目
的

○
家
庭
等
の
生
活
の
安
定
に
寄
与
す
る

○
次
代
の
社
会
を
担
う
児
童
の
健
や
か
な
成
長
に
資
す
る

支
給
対
象

○
中
学
校
修
了
ま
で
の
国
内
に
住
所
を
有
す
る
児
童

(1
5歳
に
到
達
後
の
最
初
の
年
度
末
ま
で

)
所
得
制
限

(夫
婦
と
児
童

2人
)
○
所
得
限
度
額
（
年
収
ベ
ー
ス
）

・
96

0万
円
未
満

手
当
月
額

○
0～

3歳
未
満

一
律

15
,0

00
円

○
3歳
～
小
学
校
修
了
ま
で

・
第

1子
、
第

2子
:1

0,
00

0円
・
第

3子
以
降

:1
5,

00
0円

○
中
学
生

一
律

10
00

0円
○
所
得
制
限
以
上
一
律

5,
00

0円
（
当
分
の
間
の
特
例
給
付
）

受
給
資
格
者

○
監
護
生
計
要
件
を
満
た
す
父
母
等

○
児
童
が
施
設
に
入
所
し
て
い
る
場
合
は
施
設
の
設
置
者
等

実
施
主
体

○
市
区
町
村

(法
定
受
託
事
務

)
※
公
務
員
は
所
属
庁
で
実
施

支
払
期
月

○
毎
年

2月
、

6月
及
び

10
月

(各
前
月
ま
で
の
分
を
支
払

)

費
用
負
担

○
児
童
手
当
等
の
財
源
に
つ
い
て
は
、
国
、
地
方

(都
道
府
県
、
市
区
町
村

)、
事
業
主
拠
出
金
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。

事
業
主
拠
出
金
の
額
は
、
標
準
報
酬
月
額
及
び
標
準
賞
与
額
を
基
準
と
し
て
、
拠
出
金
率
（

1.
5/

10
00
）
を
乗
じ
て
得
た
額
。

財
源
内
訳

(2
7年
度
要
求

)

［
給
付
総
額
］
２
兆
2
,2
9
9
億
円

（
内
訳
）
国
負
担
分

：
１
兆
2
,3
5
6
億
円
（
1
兆
2
,3
7
7
億
円
）

（
2
兆
2
,3
5
6
億
円
）

地
方
負
担
分

：
6
,1
7
8
億
円
（

6
,1
8
8
億
円
）

事
業
主
負
担
分
：

1
,8
2
1
億
円
（

1
,8
0
1
億
円
）

公
務
員
分

：
1
,9
4
4
億
円
（

1
,9
9
0
億
円
）

そ
の
他

○
保
育
料
は
手
当
か
ら
直
接
徴
収
が
可
能
、
学
校
給
食
費
等
は
本
人
の
同
意
に
よ
り
手
当
か
ら
納
付
す
る
こ
と
が
可
能

（
い
ず
れ
も
市
町
村
が
実
施
す
る
か
を
判
断
）事
業
主

7/
15

地
方

8/
45

所
属
庁

10
/1

0

所
属
庁

10
/1

0

児
童
手
当

特
例
給
付

国
16

/4
5

0歳
～

3歳
未
満

3歳
～

中
学
校
修
了
前

公
務
員

児
童
手
当

特
例
給
付

被
用
者

国
2/

3
地
方

1/
3

地
方

1/
3

国 2/
3

国
2/

3
地
方

1/
3

非
被
用
者

国
2/

3
地
方

1/
3

地
方

1/
3

国 2/
3

国
2/

3
地
方

1/
3

地
方

1/
3

国 2/
3

平
成
２
７
年
度
に
お
け
る
児
童
手
当
制
度
に
つ
い
て

※
（

）
内
は
前
年
度
予
算
額

●
児
童
手
当
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
2
4
年
法
律
第
2
4
号
）
附
則

（
検
討
）

第
２
条

政
府
は
、
速
や
か
に
、
子
育
て
支
援
に
係
る
財
政
上
又
は
税
制
上
の
措
置
等
に
つ
い
て
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
児
童
手
当
法
に
規
定
す
る
児
童
手
当
の
支
給
並
び
に
所
得
税
並
び
に

道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
に
係
る
扶
養
控
除
の
廃
止
に
よ
る
影
響
を
踏
ま
え
つ
つ
、
そ
の
在
り
方
を
含
め
検
討
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

２
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
児
童
手
当
法
附
則
第
二
条
第
一
項
の
給
付
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
前
項
の
結
果
に
基
づ
き
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。
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